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定期監査結果に関する報告の提出について

地方自治法第1 9 9条第4項の規定により､次のとおり定期監査を執行したので､その結果に

関する報告を同条第9項の規定により提出します｡

記

1　監査対象課及び監査の期間

監査対象課 �+(��ﾞﾉ�ﾈｯｩ?｢�監査の期間 豫Hﾛ��R�*韶i?｢�

教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�4月●24日～ 店ﾈ繪?｢�

松山中学校 �6月11日 

教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�p4月25日～ 店ﾈ纖?｢�

松陵小学校 �6月11日 

教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�4月25日.- 店ﾈ纖?｢�

東平田小学校 �6月11日 

教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�5月8日～ 店ﾈ��y?｢�

十坂小学校 �6月11日 

教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�5月8日～ 店ﾈ��y?｢�

飛鳥中学校 �6月11日 

-教育委員会 �8ﾈ�3�?｢�5月25日～ 塗ﾈ緤?｢�

飛島小.中学校 �6月11日 

2　監査の範囲

財務に関する事項及び事務の執行



3　監査の方法

関係資料及び諸帳票のほか､関係書類の提出を求めるとともに､必要に応じて関係職員から

説明を聴取した｡

4　監査の結果

監査の対象となった財務に関する事務の執行等については､特に文書により指摘すべき事項

は認められなかった｡その他､文書によらない軽微な注意事項については､口頭で留意または

改善を促したので省略した｡

監査の結果に関する報告は以上のとおりであるが､監査の過程で気づいた点を次に意見とし

て申し述べるので､今後､改善等の措置を講じたときはその旨を通知されたい｡

5　意見

(1)学校用消耗品の購入について

学校が調達する物品の中で､学校用教材備品の購入については､数社からの見積合わせな

ど適正に行われているが､図書を含む学校用消耗品の購入については､用品として特殊性の

あるなしに関わらず､特定の業者からの購入が目立って多い｡他の業者と比べて注文した翌

日に納入が可能であるなど､使いやすさを選定の理由としているが､計画的に購入すれば他

の業者でも対応できると思われる｡購入した物品の中には市の契約単価より高い価格での購

入も見受けられたので､納入面での使いやすさのみならず､価格面での比較など経済性も業

者選定の理由とする必要がある｡

価格面で必ずしも有利な購入といえないのであれば､特定の業者に偏ることのない執行に

努められたい｡

支出額に占める特定業者の支出割合.

学校全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円､ %)

学校' 倡因�｢����特定業者(B) 嫡"梯����

中学校, 鼎rﾃ3sづ鉄"�21,433,793 ��CR�"�

小学校 都rﾃs�Rﾅ�����27,187,379 �3R���

一計 ��#Rﾃ��2ﾃ鉄"�48,621,172 �3ゅ��

監査対象校　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位:円､ %)

学校 倡因�｢����特定業者(B) 嫡"梯����

松山中学校 �2ﾃS#�ﾃSC��1,419,601 鼎��2�

飛鳥中学校 �2ﾃ#�"ﾃc�"�1,492,065 鼎R�2�

松陵小学校 蔦2ﾃCs�ﾃ都"�1,776,539 鉄��"�

東平田′J､学校 �"ﾃ�Srﾃ#cR�978,236 鼎r綯�

十坂小学校 �2ﾃ�#�ﾃ3モ�1,250,085 鼎�紕�

※　支出額は､一般需用費と図書購入費の合計額である｡



(2)特色ある学校づくり支援事業について

｢特色ある学校づくり支援事業｣は平成1 2年度から実施している事業であるが､事務執

行上の留意事項はあるものの､交付要綱が整備されていないため､この交付金を活用して各

学校の特色づくりをどのように進めていくのか必ずしも明確にはなっていない｡監査校(方事

業内容についてはどの学校も似通った内容であり､特色づくりを推進していこうとする分

野･領域の焦点化が十分になされているとは言い難い印象を受けた0

また､年度当初の計画にはない事業が実施されたり､逆に計画にある事業が実施されなか

ったり､そもそも特色づくりの設定テーマとは関係のない事業が実施されるといった使われ

方も散見された｡事業実施後の評価も自校内での評価に留まり､事業成果を全体で共有する

という視点を欠いている｡財務会計上も交付決定前に立替え払いで予算執行するなど適切と

はいえない会計処理の学校もある｡

交付額は､学校規模に関わらず一律1校あたり1 5万円となっているが､交付金制度を使

って真に特色ある学校づくりを進めていこうと考えるのであれば､事業内容を審査して意欲

のある学校に重点的に交付するなど一考の余地があってもよいのではないかと思われた｡

今後､教育委員会において各校での事業実施状況の検証を行い､必要な改善を図るととも

に､より効果的な取組みにつながるよう工夫されたい｡


